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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

(1) 連結経営指標等     

売上高 (千円) 21,170,995 20,806,168 20,890,625 21,581,728 21,737,482

経常利益 (千円) 2,406,313 1,815,470 1,839,554 1,881,788 1,491,873

当期純利益 (千円) 1,319,839 994,472 1,070,080 1,157,582 894,323

純資産額 (千円) 24,465,628 24,295,235 24,268,678 25,029,294 25,341,331

総資産額 (千円) 28,164,600 27,825,310 28,302,482 28,955,598 29,672,193

１株当たり純資産額 (円) 1,320.98 1,379.54 1,449.89 1,496.57 1,516.27

１株当たり当期純利益 (円) 71.23 53.88 60.94 68.33 52.63

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 86.9 87.3 85.7 86.4 85.4

自己資本利益率 (％) 5.5 4.1 4.4 4.6 3.6

株価収益率 (倍) 12.20 14.31 14.60 18.15 23.75

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,536,737 1,642,304 1,990,189 1,128,508 1,460,721

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △361,266 △423,967 △944,830 △1,002,496 △1,485,165

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △380,474 △1,140,424 △1,090,671 △383,565 △581,907

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 11,944,381 12,022,294 11,976,981 11,719,427 11,113,075

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
503 

(126)

508

(175)

501

(162)

483 

(149)

475

(150)

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (千円) 21,172,747 20,806,018 20,889,475 21,581,495 21,736,887

経常利益 (千円) 2,364,460 1,768,098 1,642,398 1,732,238 1,326,224

当期純利益 (千円) 1,295,432 972,963 958,315 1,082,033 809,972

資本金 (千円) 2,270,634 2,270,634 2,270,634 2,270,634 2,270,634

発行済株式総数 (株) 18,532,856 18,532,856 18,532,856 18,532,856 18,532,856

純資産額 (千円) 23,956,633 23,766,020 23,628,387 24,313,555 24,541,341

総資産額 (千円) 27,329,133 27,046,254 27,342,478 27,952,282 28,187,140

１株当たり純資産額 (円) 1,293.50 1,349.50 1,411.63 1,453.75 1,468.38

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

20 

(―)

20

(―)

22

(―)

24 

(―)

24

（10)

１株当たり当期純利益 (円) 69.92 52.73 54.50 63.82 47.59

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― －

自己資本比率 (％) 87.7 87.9 86.4 87.0 87.1

自己資本利益率 (％) 5.5 4.1 4.1 4.5 3.3

株価収益率 (倍) 12.43 14.62 16.33 19.43 26.27

配当性向 (％) 28.6 37.9 40.4 37.6 50.4

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
434 

(118)

430

(135)

422

(118)

401 

(105)

403

(98)



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ １株当たり配当額には、以下の特別配当及び記念配当が含まれております。 

(1) 第55期 特別配当５円。 

(2) 第56期 特別配当５円。 

(3) 第57期 記念配当２円。(会社設立55周年記念) 

(4) 第58期 記念配当２円。(石岡工場新棟竣工記念) 

(5) 第59期 特別配当２円。 

３ 「連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在

株式が存在しておりませんので記載しておりません。 

  



２ 【沿革】 

当社グループは当社及び子会社２社で構成され、当社は大正12年兵庫県柏原町でアメリカ人宣教師Ｊ.Ｂ.ソントン

氏が起したピーナッツバター製造業を昭和17年同地に於いて石川郁二郎が引継ぎ個人営業を開始、当社の前身である

株式会社山吉商会を昭和25年７月商号をソントン工業株式会社と改め、更に昭和36年10月現社名に改称し今日に至っ

ている。 

昭和23年６月  会社設立(株式会社山吉商会)。 

昭和25年７月  商号をソントン工業株式会社と改め石川郁二郎が代表取締役、取締役社長に就任。 

昭和29年９月  茨城県石岡市に石岡第一工場を設置。 

昭和31年８月  東京都墨田区に本店移転。 

昭和36年10月  商号をソントン食品工業株式会社と改める。 

昭和38年７月  東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

昭和39年11月  茨城県石岡市に石岡第二工場を設置。 

昭和41年12月  大阪府茨木市に大阪工場設置。 

昭和44年３月  宮城農産工業株式会社に経営参加。(現 連結子会社) 

昭和47年12月  東京都中央区に本店移転。 

昭和61年９月  茨城県石岡市に研究開発棟新設。 

平成６年６月  茨城県石岡市に石岡第三工場設置。 

平成９年８月  宮城農産工業株式会社、100％子会社とする。 

平成11年７月  東京都文京区に本店移転。 

平成14年６月  株式会社和田山農産を100％子会社として設立。(現 連結子会社) 

平成17年２月  茨城県石岡市の石岡第一工場を閉鎖。これにともない石岡第三工場を石岡第一工場と呼称変更。 

平成17年５月  茨城県石岡市の石岡第一工場に新棟竣工。 

  

３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社と連結子会社の宮城農産工業株式会社、株式会社和田山農産により構成されており、フルー

ツ、野菜類、豆類、乳製品、肉類などの農畜産物を原料とするパン用フィリングや製菓用材料の製造販売及び購入販売

並びにこれらに附帯する一切の業務を主な事業内容としております。 

当社はこれら製品の内、瓶詰ジャムと調理系フィリングを宮城農産工業株式会社に、業務用ジャムの一部とフルーツ

系のＦカップ製品を株式会社和田山農産に製造委託しております。またその他の関係会社の有限会社紳興商会は、当社

の損害保険契約を取り扱っております。 

当社グループの取引を図示しますと、次のとおりです。 
  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 特定子会社であります。 

２ その他の関係会社である㈲紳興商会の状況については、「第５ 経理の状況 1. 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注

記事項(関連当事者との取引)」に記載しているため、記載を省略しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。臨時雇用者数は( )内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業区分に区分できない管理部門及び販売部門に所属しているもの

であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 当社では、上記のほか嘱託・臨時雇用者を採用しており、当期中の平均雇用人員は98名であります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループは親会社のみソントン労働組合(石岡支部・大阪支部：旧ソントン石岡労働組合、旧ソントン大阪労

働組合が平成13年12月組織統一)が存在しておりますが、労使関係に特記すべき事項はありません。 

なお、ソントン労働組合は日本食品関連産業労働組合連合会に加盟しております。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)   

宮城農産工業㈱ 
(注)１ 

宮城県加美郡 
加美町 20

農産物の加工
販売 100 ―

当社業務用製品及び家庭用
製品の一部を製造 
役員関係は当社の役員が取
締役１名及び監査役１名を
兼任しております。 

(連結子会社)   

㈱和田山農産 
(注)１ 兵庫県朝来市 50

農産物の加工
販売 100 ―

当社業務用製品及び家庭用
製品の一部を製造 
役員関係は当社の役員が取
締役１名及び監査役１名を
兼任しております。 

製品の分類別 従業員数(名)

業務用製品製造部門 244  (99)

家庭用製品製造部門 43  (38)

全社(共通) 188  (13)

合計 475 (150) 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与 

403名 39歳 5ヶ月 17年 1ヶ月 6,109,362円



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加に加え、個人消費の緩やかな回復

は見られましたが、力強さのある消費回復までは至らず、原油価格の高騰等による先行きの不透明感が増大しまし

た。 

  当社グループが関連する製菓製パン業界におきましては、原油価格の高騰により原料や包装材料等の価格が上昇す

る一方で、製品の販売価格の低迷が続いて収益を圧迫し、厳しい経営環境が継続いたしました。 

  そのような中で、当社グループとしては、食の安全・安心のレベルを一層高めるための諸施策を推進するととも

に、マーケティング活動の強化と、それに基づく新製品開発を活発に進めました。 

  当連結会計年度の売上高は、業務用製品が微増収、家庭用製品がほぼ前連結会計年度並となり、217億3千7百万円と

前連結会計年度に対して100.7％、1億5千5百万円の微増収となりました。 

  利益については、原油高による原材料価格の高騰などのために、石岡第一工場新棟の設備投資に伴う減価償却費の

増加を充分に吸収することが出来ず、営業利益は14億9千6百万円と前連結会計年度に対して80.4％、3億6千5百万円の

減益、経常利益は14億9千1百万円と前連結会計年度に対して79.3％、3億8千9百万円の減益、当期純利益は8億9千4百

万円と前期に対して77.3％、2億6千3百万円の減益となりました。 

  

製品群別の売上高及び構成比は次のとおりであります。 
  

  
  

区分 主要製品群分類
前連結会計年度
売上高 

構成比
当連結会計年度 
売上高 

構成比 

業務用 
製品 

  百万円 ％ 百万円 ％

フラワーペースト 
アンフィリング 
ファットフィリング 
ドライフィリング 
フルーツフィリング 
デリカフィリング 
トッピング 

17,985 83.3 18,142 83.5

家庭用 
製品 

カップ詰ジャム 
瓶詰ジャム 
その他 

3,595 16.7 3,594 16.5

合計 21,581 100.0 21,737 100.0



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、営業活動で得られた資金14億6千万円、投資活動で支出し

た資金14億8千5百万円、財務活動で支出した資金5億8千1百万円により、前連結会計年度末に比べ6億6百万円

減少し、当連結会計年度末残高は111億1千3百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     営業活動の結果得られた資金は14億6千万円で、前連結会計年度比3億3千2百万円増加しました。主な増加要

因は、税金等調整前当期純利益に減価償却費等の非資金項目を加味した金額が、25億9千9百万円と1億4千6百万

円増加したこと及び税金支払額が5億7千3百万円と前連結会計年度比3億9千1百万円減少したことであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     投資活動で使用した資金は14億8千5百万円で、前連結会計年度比4億8千2百万円増加しました。主な増加要因

は、当連結会計年度に投資有価証券の償還による収入10億円があったこと及び石岡工場製造設備や宮城農産工

業㈱の新工場手付金等、有形固定資産の取得による支出が23億2千5百万円と前連結会計年度比14億7百万円増加

したことであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動で使用した資金は5億8千1百万円で、前連結会計年度比1億9千8百万円増加しました。主な増加要因

は、当連結会計年度において、中間配当を実施し1億6千7百万円の中間配当支払いがあったためであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を製品の分類別ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額は製造原価によっております。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を製品の分類別ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

  

  

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

製品分類 生産高(千円)
前連結会計年度比 

(％) 

業務用製品 12,469,483 102.0

家庭用製品 2,606,148 97.4

合計 15,075,631 101.2

製品分類 販売高(千円)
前連結会計年度比 

(％) 

業務用製品 18,142,667 100.9

家庭用製品 3,594,814 100.0

合計 21,737,482 100.7

相手先 

前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

三菱商事㈱ 12,502,861 57.9 12,502,124 57.5

山崎製パン㈱ 5,862,913 27.2 5,811,206 26.7



３ 【対処すべき課題】 

  製菓製パン市場の成熟化、原材料価格の上昇や製品価格の低迷といった厳しい経営環境の中で、食の安全、安心に

対するお客さまの要望に応えるための将来投資を推進しつつ、収益構造の改善を図って行くことが必要と考えており

ます。 

そのために次のことに重点的に取り組んでまいります。 

 ①食の「安全、安心、信頼」を一層高めるための諸施策の推進 

 ②前項を達成するための生産拠点の整備や生産設備投資を主とする、中期的な設備投資計画の推進 

③基礎技術と新しい生産設備、製法による、付加価値と競争力のある新製品の開発 

 ④海外市場を含む新たな販売マーケットの開拓 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性があるリスクには以下のようなものがありますが、こ

れらリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 

なお、記載しているリスクは、当社グループが現状で認識しているものに限られており、すべてのリスク要因が網

羅されているわけではありません。 

（1）特定顧客への依存について 

当社グループの売上高の内、販売先の三菱商事㈱と山崎製パン㈱の２社で全体の84％を占めております。 

三菱商事㈱におきましては実質的な特定顧客とは異なり、債権保全(売掛金)を目的とした帳合付け販売先です。

山崎製パン㈱につきましては市場激化のなか、継続的な販売が見込めるという保証はありませんが、顧客ニーズを

掴んだ当社グループの新製品開発等による企業努力によって継続を達成ならしめております。 

  

（2）他社との競合 

家庭用の主力製品、紙カップ入りジャム・クリーム製品につきましては、現在当社グループと他社との３社で市

場を分け合っております。しかしながら、家庭用ジャム市場は瓶詰めやプラスチック容器詰めなどの販売形態が市

場も大きく、紙容器製品はこれとも競合しています。 

業務用製品主力のフラワーペーストは卸しパン市場、オーブンフレッシュベーカリー市場、菓子市場等において

凡そ８社が競合しており、更に自家製造品とも競合しております。当社は卸しパン市場とオーブンフレッシュベー

カリー市場を強みとしてマーケット展開をしております。その他のフルーツフィリング・ファットフィリング・ア

ンフィリング・デリカフィリング等の業務用製品も同様に４～８社と競合状態にあります。 

  

（3）食の安全性 

当社グループは食品事業者の責務として、食品衛生法をはじめとしてJAS法や公正取引規約等の関連法の遵守を基

本とし食の「安全・安心・信頼」の確保に日々努力しております。 

製品に使用します原材料については、社内基準に沿い事前に原産地・残留農薬・カビ毒・アレルギー物質・遺伝

子組み換え・食品添加物・有害微生物の有無等を調査分析してその安全性をチェックしております。しかしなが

ら、自社で出来る安全性のチェックには限界があり、原料納入業者やメーカーなどの安全保障が不可欠となってい

ます。 

また、品質管理基準に基づき生産された製品は、色・味・香り、物性、微生物検査あるいは異物の有無等、HACCP

やISOの管理手法を取り入れた管理基準で生産し出荷しています。 

家庭用製品においては、当社お客様相談室によせられた諸情報を社内の開発・販売・生産各部門にフィードバッ

クして顧客満足度の向上に努めております。 

  



（4）新製品の開発力 

当社グループの業務用製品はその殆どを製菓製パン市場に依存しており、安定した売上高を確保していくには、

顧客に絶えず充実した品揃えと新規製品の開発提案が不可欠となっております。のみならず、大手卸し菓子パン市

場においては菓子パン商品の改廃が激しいので、３ヶ月後～６ヶ月後の商品提案を絶え間なく続けていくことが、

売上確保や売上伸張には欠かせません。 

その結果、開発人員の増強は余儀なくされ開発費用も膨らんできました。 

フィリングという嗜好性の強い製品故、新規開発製品は顧客マーケット環境に左右されて必ずしも売上に結びつ

くとは限らず、このようなさまざまなリスクも含んでおります。 

家庭用製品におけるジャム系クリーム系製品は、既存の生産設備の中で開発できますが、新たなジャンルの製品

開発には新しい生産設備の導入が必要になります。こうした開発製品の販売が予定通り進まない場合のリスクを考

えて、生産をグループ外に委託せざるをえない状況です。 

  

（5）連続した製品供給義務 

当社グループでは常に安定した製品を継続して顧客に供給するために、製造設備については定期的な整備と災害

防止点検を行っています。また、生産設備で発生する災害・故障・停電等による生産中断で製品供給ができない状

況に至らないように、製造ラインの複数化、生産場所の分散等を実施しております。しかし全ての災害を完全に防

止し製品供給を連続的に行える保障はありません。従いまして事故、停電等により当社グループの業績と財務状況

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

（6）原材料の確保 

原料につきましては、当社グループの原材料規格基準に合致したもののみを購入しております。 

良質な原材料を購入するために、特に農薬・カビ毒などの重要な項目は社内受け入れ基準を国内基準よりもさら

に厳しく規定しながら自社分析を行って不良原料の排除に努めております。 

しかし、自社分析にも限界があり、メーカーや産地の分析情報等が必要となっています。 

苺やさつまいもなどの農産原料が多いために、その加工に当たっては当社グループの品質管理担当者が現地指導

をしており、生産者から現地工場や商社経由に至るトレーサビリティーの確立を図っています。一方、量の確保に

ついてもさまざまな方面から対策をとっています。重要な原料は最低でも２社購買を継続して天候異常や価格の高

騰、使用量の急増等、大きな経済環境の変化にフレキシブルに対応できるようにしています。特注農産原料など

は、販売計画の中で年間使用量予測を企画担当者から提出させて必要量を確保し、一般工業原料については四半期

毎や半年毎に使用予測を確認しながら数量を決定し発注しています。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

子会社においては、研究開発活動は行っておりません。 

当社は、お客様の食の「安全、安心、信頼」にお応えするために、ソントンブランドの価値を高める経営を目指

し、「健康と食文化に役立つ商品開発」と「美味しさを訴求する商品開発」を目標として当期も引続き研究開発活動

を推進しております。 

使用する原材料の品質管理を万全にすると共に、ご提供する商品の安全・安心への生産体制を第一として、新素

材、新原料と新製法の開発、並びに基礎技術の開発を積極的に推進して参りました。主な内容としまして、業務用の

主力製品でありますフラワーペーストでは、より本物で自然な風味と食感の、お客様の求める本格的な美味しさを追

求した開発と、その特徴を活かした製菓・製パン市場への商品企画を、ご提案致しております。 

フルーツフィリングでは、イチゴ、ブルーベリー等主要原料の、より新鮮な果実の特性を活かす加工を目標とし

て、開発製法技術を駆使し、更にフルーツ以外の原料をも応用した用途拡大を市場定着化するよう強化しておりま

す。 

アンフィリングは、主に野菜系統のさつまいも、かぼちゃ、栗等の品質、風味を活かし滑らかでクリーム状の当社

独自の技術開発を応用し、売上拡大並びに市場浸透を図っております。 

油脂加工品は、ピーナッツバターをベースとしたより優位性のある風味、品質の商品拡大と、当社独自の無水タイ

プで食感の異なる固形物を加えた開発を推進し、市場性を高めております。 

デリカフィリングは、お客様ニーズでありますパン用カレーフィリング、ピザソース製品の品質向上、商品開発を

強化し、オーブンフレッシュベーカリー向け等への新発売、シリーズ化で、売上拡大を図っております。 

家庭用商品では、主力でありますＦカップシリーズは、新しいコンセプトの「自然の贈り物シリーズ」、並びにこ

だわり、安心のジャムを目指して新発売した「有機ジャム(瓶詰ジャム)」、またＰソフトとして、「シュガートース

ト(メープル風味)」に続き、健康志向「黒ごま」を新発売致しております。 

以上の結果、当期に計上しました研究開発費総額は、4億5千万円であります。 

尚、当社の研究開発は、業務用製品、家庭用製品とも同一グループで行っており、金額の区分は、困難でありま

す。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 当連結会計年度末の資産の状況 

当社グループの当連結会計年度末の資産の状況は、総資産296億7千2百万円(前連結会計年度比＋2.5％)、株主資

本253億4千1百万円(前連結会計年度比＋1.2％)、株主資本比率85.4％(前連結会計年度比△1.0ポイント)となりまし

た。 



(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの売上高については、業務用製品が微増収、家庭用製品がほぼ前連結会計年度並となり、売上高は

217億3千7百万円(前連結会計年度比＋0.7％)と1億5千5百万円の増収となりました。利益については、原油高による

原材料価格の高騰などのために、石岡第一工場新棟の設備投資に伴う減価償却費の増加を充分に吸収することが出

来ず、営業利益は14億9千6百万円と前連結会計年度に対して80.4％、3億6千5百万円の減益、経常利益は14億9千1百

万円と前連結会計年度に対して79.3％、3億8千9百万円の減益、当期純利益は8億9千4百万円と前連結会計年度に対

して77.3％、2億6千3百万円の減益となりました。 

  

(3) 目標とする経営指標 

当社グループは企業価値の継続的、安定的な向上を基本と考えております。 

そのための経営指標として売上高伸長103％以上、株主資本利益率(ROE)6％以上を目標としております。 

  



第３ 【設備の状況】 

当社グループは各所在地とも業務用製品、家庭用製品共通の製造または販売を行っておりますので部門別区分は困難

であります。 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資の総額は25億3千万円であり、主に石岡工場フラワーペースト製造設備 

 及び宮城農産工業㈱の新工場建設手付金であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成18年３月31日現在) 

  

(2) 国内子会社 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額には消費税等は含ん

でおりません。 

２ 従業員数の( )は、臨時雇用者数を外書しております。 

３ 上記設備のほかにリース契約による電子計算機他事務機器及び機械・車両を賃借しております。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業区分 設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

石岡工場 
(茨城県石岡市) 

業務用製品 
家庭用製品 

生産設備 1,846,197 1,582,345
1,009,239
(103,775)

56,503 4,494,286 
168
(76)

大阪工場 
(大阪府茨木市) 

業務用製品 生産設備 82,015 139,784
58,350
(9,947)

6,691 286,841 
47
(9)

本社 
(東京都文京区) 

全社的 
管理業務 

その他設備 498,513 23,063
618,942
(590)

25,806 1,166,325 
93
(6)

その他９販売 
事業所 

全製品販売 その他設備 213,323 9,412
535,366
(7,917)

12,956 771,058 
95
(7)

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業区分 設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

宮城農産
工業㈱ 

宮城県 
加美郡 
加美町 

業務用 
製品 
家庭用 
製品 

生産設備 91,808 121,775
12,000
(17,119)

5,883 231,468 
59
(23) 

㈱和田山
農産 

兵庫県 
朝来市 

業務用 
製品 
家庭用 
製品 

生産設備 52,112 104,540
262,017
(6,413)

3,655 422,324 
13
(29)

事業所名 
(所在地) 

事業区分 設備の内容 台数 リース期間 年間リース料 
リース契約 
残高 

本社 
(東京都文京区) 
他 事業所 

管理業務 
電子計算機
他事務機器 

一式 ５年 13,191千円 21,280千円 

製造・販売 機械・車両 一式 ４～６年 23,680千円 43,616千円 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

重要な生産能力に影響のある設備を除却する計画はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

投資予定額
（千円） 資金調達

方法 
着手年月

完了予定 
年月 

完成後の
増加能力 

総額 既支払額

宮城農産
工業㈱ 

宮城県 
加美郡 
加美町 

生産設備 2,500,000 1,049,227 自己資金
平成17年
10月 

平成18年
11月 

生産能力
35％増 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

なお、平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 自己株式の利益による消却による減少であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 50,000,000

計 50,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 18,532,856 18,532,856
東京証券取引所
市場第二部 

― 

計 18,532,856 18,532,856 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年２月14日 △194,000 18,532,856 ― 2,270,634 ― 2,381,423



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 自己株式1,829,660株は、「個人その他」欄に1,829単元、「単元未満株式の状況」欄に660株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 自己株式  1,829 千株(9.87％)については、議決権がないため上記の大株主から除いております。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 13 7 89 23 ― 1,779 1,911 ―

所有株式数 
(単元) 

― 934 27 8,700 2,048 ― 6,658 18,367 165,856

所有株式数 
の割合(％) 

― 5.08 0.15 47.37 11.15 ― 36.25 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

有限会社紳興商会 東京都世田谷区砧２―６―10 3,497 18.87

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２―６―３ 1,117 6.02

山崎製パン株式会社 東京都千代田区岩本町３―10―１ 1,000 5.39

石 川 紳一郎 東京都世田谷区 747 4.03

メロンバンクトリーティークラ
イアンツオムニバス 
常任代理人 香港上海銀行東京
支店 

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108,
U.S.A 
東京都中央区日本橋３―11―１ 

658 3.55

株式会社榎本武平商店 東京都江東区新大橋２―５―２ 621 3.35

株式会社ダスキン 大阪府吹田市豊津町１―33 400 2.15

ザバンクオブニューヨークノン
トリーティージャスデックアカ
ウント 
常任代理人 株式会社東京三菱
UFJ銀行 

GLOBAL  CUSTODY,32ND  FLOOR  ONE  WALL 
STREET,NEW YORK NY 10286,U.S.A 
東京都千代田区丸の内２―７―１ 
カストディ業務部 

331 1.78

ステートストリートバンクアン

ドトラストカンパニー 

常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 
兜町証券決済業務室 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A  

東京都中央区日本橋兜町6-7 

325 1.75

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１―４―５ 260 1.40

計 ― 8,956 48.32



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年３月31日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 660株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1)【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

1,829,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

16,538,000 
16,538 ― 

単元未満株式 普通株式 165,856 ― ― 

発行済株式総数 18,532,856 ― ― 

総株主の議決権 ― 16,538 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ソントン食品工業株式会社 

東京都文京区千石 
４－39－17 

1,829,000 ― 1,829,000 9.87

計 ― 1,829,000 ― 1,829,000 9.87



３ 【配当政策】 

 当社グループは利益配分を経営の重要事項として位置付けており、堅実な経営のもとに長期 

的、安定的な企業実績の向上を図るとともに、株主還元として業績に裏付けられた安定配当を 

基本としております。 

株主の皆様への利益還元をより機動的に行うため、平成１８年３月期より中間配当制度を導 

入しました。 

内部保留につきましては、財務体質の強化を図る一方、「安全、安心、信頼」のブランドを 

一層高めるための設備投資や環境投資に、また競争力を高める研究開発や事業拡大のための投 

資など、企業価値を高めるための投資に積極的に活用していく考えであります。 

(注) 当事業年度の中間配当に関する取締役会決議日  平成17年11月18日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における市場相場であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における市場相場であります。 

  

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 900 895 979 1,340 1,290 

最低(円) 800 747 761 880 1,081 

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,238 1,278 1,268 1,290 1,275 1,285

最低(円) 1,179 1,190 1,220 1,238 1,210 1,240



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 

企画開発 
本部長 石 川 紳一郎 昭和29年５月28日生

昭和56年２月 当社入社 

747

昭和62年６月 当社監査役 

平成元年６月 当社取締役 

平成元年６月 東京営業部長 

平成４年４月 当社常務取締役 

平成５年４月 当社専務取締役 

平成５年４月 営業本部長 

平成５年12月 当社代表取締役社長(現任) 

平成９年５月 宮城農産工業㈱取締役(現任) 

平成13年４月 企画開発本部長(現任) 

平成14年６月 ㈱和田山農産取締役 

平成18年５月 ㈱和田山農産取締役(現任) 

専務取締役 管理本部長 西   康 隆 昭和17年２月22日生

昭和40年４月 当社入社 

21

平成２年４月 技術部長 

平成３年６月 当社取締役 

平成７年１月 企画技術部長 

平成９年４月 生産本部長 

平成９年７月 当社常務取締役 

平成14年４月 管理本部長(現任) 

平成14年７月 当社専務取締役(現任) 

専務取締役 営業本部長 松 本 貞 臣 昭和17年６月９日生

昭和40年４月 当社入社 

20

平成４年６月 当社取締役 

平成５年４月 東京支店長 

平成９年４月 営業副本部長 

平成11年７月 当社常務取締役 

平成13年４月 営業本部長(現任) 

平成18年６月 専務取締役(現任) 

常務取締役 生産本部長 花 岡 由 季 昭和18年10月20日生

昭和41年４月 当社入社 

14

昭和63年１月 大阪工場長 

平成３年３月 石岡工場長 

平成９年６月 当社取締役 

平成12年３月 購買部長 

平成14年４月 生産本部長(現任) 

平成14年７月 当社常務取締役(現任) 

常務取締役 東京支店長 福 士 昌 之 昭和20年12月28日生

昭和50年１月 当社入社 

8

平成５年４月 名古屋営業所長 

平成12年４月 大阪支店長 

平成14年４月 東京支店長(現任) 

平成14年６月 当社取締役 

平成18年６月 当社常務取締役(現任） 

平成18年６月 営業副本部長(現任) 

取締役 石岡工場長 鵜 飼 義 秀 昭和25年７月31日生

昭和52年４月 当社入社 

9

平成11年６月 東京支店松戸営業部長 

平成14年４月 企画技術部長 

平成17年４月 石岡工場長(現任) 

平成17年６月 当社取締役(現任) 



  

(注) 監査役長谷屋秀幸・鉢呂哲雄両氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 企画開発部長 菊 池 悟 志 昭和26年９月30日生

昭和51年４月 当社入社 

5

平成９年４月 企画技術部企画推進室長 

平成13年４月 東京支店特需部長 

平成17年４月 企画開発部長(現任) 

平成17年６月 当社取締役(現任) 

常勤監査役   三 平   貢 昭和18年11月26日生

昭和41年４月 当社入社 

18

昭和50年４月 製品経営部菓子担当 

昭和56年４月 ソントン製菓㈱取締役支配人 

昭和59年７月 購買部部長補佐 

平成11年６月 当社監査役 

平成14年６月 当社顧問 

平成15年６月 当社監査役(現任) 

平成17年５月 宮城農産工業㈱監査役(現任) 

監査役   鐸 木 和 彦 昭和22年11月16日生

昭和45年４月 当社入社 

7

昭和63年１月 福岡営業所長 

平成14年４月 大阪支店長 

平成17年４月 管理本部長付 

平成17年６月 当社監査役(現任) 

監査役   長谷屋 秀 幸 昭和34年１月20日生

昭和61年９月 税理士登録 

1平成６年６月 当社監査役(現任) 

平成14年６月 ㈱和田山農産監査役(現任) 

監査役   鉢 呂 哲 雄 昭和22年３月24日生

平成13年６月 三菱信託銀行㈱常務執行役員 

－平成17年10月 三菱UFJ証券㈱常勤監査役 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

計 850



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方) 

当社は、継続的に企業価値を高めていくために、経営の透明性・公正性を向上し、迅速な意思決定と迅速且つ的確

な情報開示を進めていくことが、極めて重要であると認識しております。 

当社では、引き続き取締役、監査役制度を軸として、スピーディーな経営の意思決定と業務執行が行えるように、

権限と責任の委譲を推進し、取締役の業務の活性化を図ってまいります。 

また、当社グループは遵法経営を基本としており、「信頼」という企業ブランドを高めるためにも、この考えをさ

らに徹底し経営に対処してまいります。 

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況) 

① 社外取締役・社外監査役選任の状況は、監査役４名のうち２名が社外監査役であります。 

 なお、当社は、社外監査役長谷屋秀幸氏の父である、長谷屋茂氏と税務顧問契約を結んでおります(取引の内容

につきましては、〔関連当事者との取引〕の注記をご参照ください)。 

② 当社の経営管理組織の概要は別図の通りです。取締役会は現在７名の取締役で構成され、毎月１～２回、さら

に必要に応じて随時開催し、経営上の重要事項に関して充分な議論を尽くし、迅速な意思決定を行い業務執行に

移しております。４名の監査役は、取締役会に出席するとともに、企業活動の状況の把握及び取締役の職務執行

の監査を行っております。 

 また、隔週で開催する常務会が、業務執行全般にわたる課題を検討するとともに、経営的な判断を決定してお

り、全体として極めて迅速に意思決定及び業務執行を進めています。 

 安全委員会は食品企業としての公正・安全や企業倫理の高揚といったコンプライアンスの充実に取組んでおり

ます。 

  

 

  

  

③ 内部監査室を平成18年４月に設置し、今後、監査役と内部監査室との相互閲覧や情報交換等、連携を強化して

まいります。 



④ 業務を執行した公認会計士の氏名、監査法人への所属、監査業務に係る補助者の構成 
  

(注) 継続監査年数については、全員７年以下であるため、記載を省略しております。 

上記２名の公認会計士の他に補助者として、公認会計士３名、会計士補２名、合計７名で会計監査業務

に携わっております。 

(役員報酬及び監査報酬) 

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

であります。 

  

  

  

氏名 所属 

指定社員 業務執行社員 山本 優 あずさ監査法人 

指定社員 業務執行社員 笛木忠男 あずさ監査法人 

役員報酬 

  取締役に支払った報酬 108,204千円 

  監査役に支払った報酬 24,625千円 

     計 132,830千円 

監査報酬   

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 23,030千円 

  上記以外の業務に基づく報酬はありません。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あ

ずさ監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  1,336,077 2,373,896  

２ 受取手形及び売掛金  4,546,819 4,721,536  

３ 有価証券  10,383,349 8,739,179  

４ たな卸資産  1,426,618 1,611,749  

５ 繰延税金資産  162,036 159,697  

６ その他 ※１  18,109 101,725  

７ 貸倒引当金  △15,000 △17,000  

流動資産合計  17,858,010 61.7 17,690,784 59.6

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 5,251,378 6,289,658    

減価償却累計額 3,335,283 1,916,094 3,505,687 2,783,970  

(2) 機械装置及び運搬具 7,846,796 8,872,876    

減価償却累計額 6,692,556 1,154,239 6,891,954 1,980,922  

(3) 土地  2,634,734 2,495,915  

(4) 建設仮勘定  967,990 1,068,018  

(5) その他 478,539 522,295    

減価償却累計額 392,847 85,692 410,798 111,496  

有形固定資産合計  6,758,751 23.3 8,440,324 28.4

２ 無形固定資産  632,710 2.2 495,122 1.7

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  1,524,707 856,194  

(2) 繰延税金資産  631,080 700,935  

(3) その他  1,551,072 1,489,344  

(4) 貸倒引当金  △734 △513  

投資その他の資産合計  3,706,125 12.8 3,045,962 10.3

固定資産合計  11,097,588 38.3 11,981,408 40.4

資産合計  28,955,598 100.0 29,672,193 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  1,130,272 1,263,578  

２ 未払法人税等  267,366 349,362  

３ 賞与引当金  273,400 261,760  

４ その他 ※１  976,480 1,126,273  

流動負債合計  2,647,519 9.2 3,000,974 10.1

Ⅱ 固定負債     

１ 退職給付引当金  1,106,558 1,156,036  

２ 役員退職慰労引当金  146,312 147,937  

３ その他  25,914 25,914  

固定負債合計  1,278,784 4.4 1,329,888 4.5

負債合計  3,926,304 13.6 4,330,862 14.6

(少数株主持分)     

少数株主持分  ― ― ― ―

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  2,270,634 7.8 2,270,634 7.7

Ⅱ 資本剰余金  2,381,423 8.2 2,381,423 8.0

Ⅲ 利益剰余金  21,895,233 75.6 22,206,474 74.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金  16,391 0.1 30,846 0.1

Ⅴ 自己株式 ※３  △1,534,388 △5.3 △1,548,047 △5.2

資本合計  25,029,294 86.4 25,341,331 85.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 28,955,598 100.0 29,672,193 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  21,581,728 100.0 21,737,482 100.0

Ⅱ 売上原価 ※４  15,045,945 69.7 15,460,758 71.1

売上総利益  6,535,782 30.3 6,276,724 28.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※４ 

 4,674,129 21.7 4,780,098 22.0

営業利益  1,861,653 8.6 1,496,626 6.9

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 11,688 11,402    

２ 受取配当金 7,088 10,564    

３ 不動産賃貸収益 11,969 11,883    

４ 仕入割引 26,559 27,625    

５ 投資保険料配当金 15,249 3,979    

６ その他 56,487 129,042 0.6 48,162 113,618 0.5

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 530 620    

２ たな卸資産処分廃棄損 84,013 90,555    

３ その他 24,364 108,907 0.5 27,195 118,370 0.5

経常利益  1,881,788 8.7 1,491,873 6.9

Ⅵ 特別利益     

１ 貸倒引当金戻入額 1,277 ―    

  ２ 固定資産売却益 ※２ ― 1,277 0.0 129,396 129,396 0.6

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※３ 68,406 30,616    

２ 減損損失 ※５ ― 101,523    

３ ゴルフ会員権評価損 2,090 70,496 0.3 ― 132,140 0.6

税金等調整前当期純利益  1,812,568 8.4 1,489,129 6.9

法人税、住民税及び事業税 694,024 672,244    

法人税等調整額 △39,038 654,986 3.0 △77,437 594,806 2.8

当期純利益  1,157,582 5.4 894,323 4.1

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,381,423 2,381,423

Ⅱ 資本剰余金期末残高 2,381,423 2,381,423

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 21,119,292 21,895,233

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益 1,157,582 1,157,582 894,323 894,323

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 368,034 568,248  

２ 役員賞与金 13,607 14,833  

(うち監査役賞与金) (1,713) 381,641 (1,809) 583,081

Ⅳ 利益剰余金期末残高 21,895,233 22,206,474

    



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  1,812,568 1,489,129 

減価償却費  640,416 879,443 

減損損失  ― 101,523 

有形固定資産売却益  ― △129,396 

貸倒引当金の増減額(△：減少)  △1,515 1,778 

退職給付引当金の増減額(△：減少)  54,587 49,478 

前払年金費用の増減額(△：増加)  △37,429 △17,114 

役員退職慰労引当金の増減額(△：減少)  △384 1,625 

受取利息及び受取配当金  △18,777 △21,967 

積立保険分配金  △15,249 △3,979 

売上債権の増減額(△：増加)  △215,914 △174,716 

たな卸資産の増減額(△：増加)  △111,881 △185,130 

仕入債務の増減額(△：減少)  △27,595 133,305 

役員賞与の支払額  △13,607 △14,833 

その他  9,650 △96,483 

小計  2,074,869 2,012,661 

利息及び配当金の受取額  18,777 22,015 

法人税等の支払額  △965,138 △573,955 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,128,508 1,460,721 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出  △23,421 △307,111 

投資有価証券の償還による収入  ― 1,000,000 

有形固定資産の取得による支出  △917,971 △2,325,366 

有形固定資産の売却による収入  ― 164,290 

無形固定資産の取得による支出  △193,383 △84,100 

積立保険満期による収入  214,728 105,742 

積立保険料の支払  △80,564 △17,277 

その他  △1,885 △21,341 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,002,496 △1,485,165 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額  △368,034 △568,248 

自己株式の取得による支出  △15,531 △13,659 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △383,565 △581,907 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  257,554 606,351 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  11,976,981 11,719,427 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 11,719,427 11,113,075 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社は、宮城農産工業㈱及

び㈱和田山農産の２社でありま

す。 

(1) 連結子会社は、宮城農産工業㈱及

び㈱和田山農産の２社でありま

す。 

  (2) 非連結子会社はありません。 (2) 同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社及び関連会社はありませ

ん。 

  同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度末日は連結決算

日と同一であります。 

  同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

(イ)有価証券 

  満期保有目的の債券……原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの…… 

     連結決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

   時価のないもの…… 

     移動平均法による原価法 

(イ)有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの…… 

     連結決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

   時価のないもの…… 

     移動平均法による原価法 

  (ロ)たな卸資産 

  製品、原材料、仕掛品 

   総平均法による原価法 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法 

(ロ)たな卸資産 

  製品、原材料、仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法を採用し

ております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りです。 

   建物及び構築物   ７～50年 

   機械装置及び運搬具 ３～８年 

(イ)有形固定資産 

同左 

  (ロ)無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。 

(ロ)無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(3) 重要な引当金の計上基準 (イ)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ)賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、

賞与支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しておりま

す。 

(ロ)賞与引当金 

同左 

  (ハ)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法

により、発生年度の翌連結会計年

度から費用処理することとしてお

ります。 

(ハ)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法

により、発生年度の翌連結会計年

度から費用処理することとしてお

ります。 

    (会計処理の変更) 

 当連結会計年度より「『退職給付に

係る会計基準』の一部改正」(企業会

計基準第３号 平成17年３月16日)及

び「『退職給付に係る会計基準』の一

部改正に関する適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号 平成17年３月16

日)を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益は37,392千

円増加しております。 

  (ニ)役員退職慰労引当金 

  役員の退職により支給する退職慰

労金に充てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しておりま

す。 

(ニ)役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

(5) 消費税等の会計処理方法 税抜方式によっております。 同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

全面時価評価法を採用しております。 同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

該当事項はありません。 同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

  

(追加情報) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日）及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。これにより、税金等調整前当

期純利益は101,523千円減少しております。なお、減損損

失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算書

上の表示方法 

  実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成16年２月13日)が公表さ

れたことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告に

基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割31,023千円

を販売費及び一般管理費として処理しております。 

―――――――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

  

(連結損益計算書関係) 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて
表示しております。 

※１ 未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて
表示しており、未収消費税等は、流動資産の「そ
の他」に含めて表示しております。 

※２ 株式の状況 
   当社の発行済株式総数は、普通株式18,532千株で

あります。 

※２ 株式の状況
   当社の発行済株式総数は、普通株式18,532千株で

あります。 

※３ 自己株式 
   連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,818千株であります。 

※３ 自己株式
   連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

1,829千株であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 主要な費用及び金額は次のとおりであります。 

販売促進関係費 297,174千円 

運賃 1,307,563千円 

給料手当 1,310,519千円 

退職給付費用 255,981千円 

従業員賞与 209,437千円 

賞与引当金繰入額 121,730千円 

減価償却費 140,410千円 

賃借料 271,619千円 

試験研究費 34,923千円 

※１ 主要な費用及び金額は次のとおりであります。 

販売促進関係費 347,548千円 

運賃 1,312,053千円 

役員報酬 137,870千円 

給料手当等 1,296,237千円 

退職給付費用 225,717千円 

従業員賞与 192,096千円 

賞与引当金繰入額 121,410千円 

減価償却費 153,851千円 

賃借料 263,259千円 

試験研究費 77,940千円 

 ２      ―――――――――― ※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 129,396千円 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 21,482千円 

機械装置及び運搬具 21,056千円 

その他 25,867千円 

計 68,406千円 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 2,520千円 

機械装置及び運搬具 5,093千円 

その他 23,002千円 

計 30,616千円 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費は、434,463千円であります。 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費は、450,078千円であります。 

 ５      ―――――――――― 
  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

    

    

    

    

※５ 減損損失 当社グループは、以下の資産について
減損損失を計上しました。 

  （経緯） 
    上記の土地については、寮建設予定地として取

得しましたが、制度見直し等により現在は遊休と
なっております。今後の利用計画も無く、地価も
著しく下落しているため、減損損失を認識いたし
ました。 

  （グルーピングの方法） 
    継続的に収支の把握を行っている管理計算上の

区分別（製品群別）を基本とし、将来の使用が見
込まれていない遊休資産については個々の物件単
位でグルーピングをしております。 

  （回収可能価額の算定方法等） 
    回収可能価額は、正味売却価額により測定して

おり、不動産鑑定評価により算定しております。 

用途 遊休

種類 土地

場所 茨城県石岡市 

金額 101,523千円 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 1,336,077千円

有価証券勘定 10,383,349千円

現金及び現金同等物 11,719,427千円

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 2,373,896千円

有価証券勘定 8,739,179千円

現金及び現金同等物 11,113,075千円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
機械装置 
及び運搬具 
(千円) 

その他 
(工具器具備品) 
(千円) 

計 
(千円) 

取得価額相当額 139,869 66,972 206,842

減価償却累計額 
相当額 

93,274 31,746 125,021

期末残高相当額 46,595 35,225 81,820

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

機械装置
及び運搬具 
(千円) 

その他
(工具器具備品) 

(千円) 

計 
(千円) 

取得価額相当額 77,689 63,742 141,432 

減価償却累計額
相当額 

34,072 42,462 76,534 

期末残高相当額 43,616 21,280 64,897 

 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 34,765千円

１年超 47,055千円

合計 81,820千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 25,909千円

１年超 38,987千円

合計 64,897千円

 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み法」により算定してお

ります。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 39,018千円

減価償却費相当額 39,018千円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 36,872千円

減価償却費相当額 36,872千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

(1) その他有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、前連結会計年度及び当連結会計年度においては減損処理を

行うべき銘柄はなく、有価証券評価損は計上しておりません。 

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、当社グループの資金管理規定に基づき個別銘柄毎に、当連結会計年度に

おける最高値・最安値と帳簿価格との乖離状況等を勘案し、総合的に判断しております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

(1) 満期保有目的の債券 

  

  

区分 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日現在) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借対
照表計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

連結貸借対 
照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの) 

    

株式 40,406 68,628 28,221 298,470 354,179 55,708

その他 ― ― ― ― ― ―

小計 40,406 68,628 28,221 298,470 354,179 55,708

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの) 

    

株式(注) 14,403 13,823 △579 63,444 59,753 △3,691

その他 ― ― ― ― ― ―

小計 14,403 13,823 △579 63,444 59,753 △3,691

合計 54,809 82,451 27,642 361,915 413,932 52,017

区分 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日現在) 

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円) 

社債(劣後保証債) 1,000,000 ―

合計 1,000,000 ―



(2) その他有価証券 

  

  

３ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定 

前連結会計年度(平成17年３月31日現在) 

  

(注) 満期保有目的の社債のうち、５年超10年以内のもの1,000,000千円は、期限前償還権(コールオプション)付劣後保証債

(1,000,000千円)であり、平成18年３月以降期限前償還権(コールオプション)の行使により、償還される可能性があります。

  

当連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

区分 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日現在) 

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円) 

① マネー・マネージメント・ファンド 10,376,551 8,739,179

② フリー・ファイナンシャル・ファンド 6,798 ―

③ 非上場株式 442,256 442,262

合計 10,825,605 9,181,441

区分 
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

① 債券    

   国債・地方債等 ― ― ― ―

   社債 ― ― 1,000,000 ―

   その他 ― ― ― ―

② その他 ― ― ― ―

合計 ― ― 1,000,000 ―



(デリバティブ取引関係) 

  

  

(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事

項はありません。 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度又は退職一時金制度を設けており

ます。また、当社において退職給付信託も設定して

おります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 連結子会社は、退職給付の算定にあたり簡便法

を採用しております。 

イ 退職給付債務 △7,041,636千円

ロ 年金資産 6,162,439千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △879,197千円

ニ 未認識年金資産 ―千円

ホ 未認識数理計算上の差異 630,891千円

へ 連結貸借対照表計上額純額 
  (ハ＋ニ＋ホ) 

△248,305千円

ト 前払年金費用 858,252千円

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △1,106,558千円

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 連結子会社は、退職給付の算定にあたり簡便法

を採用しております。 

イ 退職給付債務 △7,379,103千円

ロ 年金資産 7,640,507千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 261,404千円

ニ 未認識年金資産 ―千円

ホ 未認識数理計算上の差異 △542,073千円

へ 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ) 

△280,669千円

ト 前払年金費用 875,367千円

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △1,156,036千円

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

イ 勤務費用 253,198千円

ロ 利息費用 136,736千円

ハ 期待運用収益 △94,800千円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 168,022千円

ホ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 463,158千円

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「イ 勤務費用」に計上しております。 

イ 勤務費用 250,548千円

ロ 利息費用 137,035千円

ハ 期待運用収益 △99,372千円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 126,557千円

ホ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 414,769千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 2.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 2.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 10年



(税効果会計関係) 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日現在) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

 未払事業税 28,317千円

 賞与引当金 111,414千円

 その他 22,304千円

 繰延税金資産(流動)合計 162,036千円

繰延税金資産(固定) 

 退職給付引当金 650,338千円

 役員退職慰労引当金 59,571千円

 投資有価証券等評価損 33,903千円

 その他 6,273千円

  小計 750,086千円

繰延税金負債(固定) 

 買換資産圧縮準備金 △97,955千円

 その他 △21,051千円

  小計 △119,006千円

 繰延税金資産(固定)純額 631,080千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動)  

未払事業税 28,301千円

賞与引当金 106,638千円

その他 24,756千円

繰延税金資産(流動)合計 159,697千円

繰延税金資産(固定)  

退職給付引当金 713,003千円

役員退職慰労引当金 60,236千円

投資有価証券等評価損 33,783千円

その他 47,017千円

 小計 854,040千円

繰延税金負債(固定)  

買換資産圧縮準備金 △130,357千円

その他 △22,747千円

 小計 △153,104千円

繰延税金資産(固定)純額 700,935千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.8％

(調整) 

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

1.7

 受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目 

△1.0

 住民税均等割 0.8

 試験研究費等税額控除 △5.8

 その他 △0.4

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.1

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。 
  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、当社及び連結子会社は単一の産業区分に属する事業を行っ

ており、事業の種類別セグメントを有しておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、当社は本邦以外の国又は地域に所在する支店および連結子

会社がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、当社及び連結子会社は海外売上高がないため該当事項はあ

りません。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

保険料については、日本損害保険協会の料率に基づき契約しております。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 建物の賃借については、近隣の取引実勢等に基づいて決定しております。 

② 税務顧問については、日本税理士会の旧報酬額を参考にして決定しております。 

２ 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 長谷屋茂氏は当社監査役長谷屋秀幸氏の父であります。 

  

３ 子会社等 

該当事項はありません。 

  

４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 
  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他
の関係
会社 

㈲紳興商会 
東京都 
世田谷 
区 

99,000 損害保険 
代理業 

(被所有)
直接 21.1 ―

損害保険
の契約 

保険料の
支払 28,239 ― ― 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

石川紳一郎 ― ― 当社 
代表取締役 

(被所有)
直接 4.5 
間接 21.1 

― ― 建物の賃借 33,600 ― ― 

長谷屋茂 ― ― 税理士 ― ― ― 税務顧問 5,200 ― ― 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

保険料については、日本損害保険協会の料率に基づき契約しております。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 建物の賃借については、近隣の取引実勢等に基づいて決定しております。 

② 税務顧問については、日本税理士会の旧報酬額を参考にして決定しております。 

２ 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 長谷屋茂氏は当社監査役長谷屋秀幸氏の父であります。 

  

３ 子会社等 

該当事項はありません。 

  

４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他
の関係
会社 

㈲紳興商会 
東京都 
世田谷 
区 

99,000 損害保険 
代理業 

(被所有)
直接 21.1 ―

損害保険
の契約 

保険料の
支払 19,979 ― ― 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者 

石川紳一郎 ― ― 当社 
代表取締役 

(被所有)
直接 4.5 
間接 21.1 

― ― 建物の賃借 33,600 ― ― 

長谷屋茂 ― ― 税理士 ― ― ― 税務顧問 5,200 ― ― 



(１株当たり情報) 

  

  
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,496.57円 １株当たり純資産額 1,516.27円

１株当たり当期純利益 68.33円 １株当たり当期純利益 52.63円

なお、「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益 1,157,582千円 連結損益計算書上の当期純利益 894,323千円 

普通株主に帰属しない金額 14,833千円 普通株主に帰属しない金額 14,833千円 

(うち利益処分による役員賞与金) (14,833) (うち利益処分による役員賞与金) (14,833) 

普通株式に係る当期純利益 1,142,749千円 普通株式に係る当期純利益 879,489千円 

普通株式の期中平均株式数 16,723,138株 普通株式の期中平均株式数 16,709,644株 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  964,535 2,161,563  

２ 受取手形  14,219 14,583  

３ 売掛金  4,532,510 4,706,890  

４ 有価証券  10,094,070 8,739,179  

５ 製品  548,411 577,439  

６ 原材料  588,857 809,648  

７ 仕掛品  60,990 52,158  

８ 貯蔵品  4,573 2,439  

９ 繰延税金資産  142,965 139,585  

10 未収入金 ※２  49,416 57,643  

11 未収消費税等  ― 76,466  

12 その他  14,024 3,508  

13 貸倒引当金  △15,000 △17,000  

流動資産合計  16,999,575 60.8 17,324,105 61.5

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 4,001,234 4,823,014    

減価償却累計額 2,364,398 1,636,836 2,493,847 2,329,166  

(2) 構築物 835,889 999,710    

減価償却累計額 663,264 172,624 688,827 310,882  

(3) 機械及び装置 7,064,375 7,940,939    

減価償却累計額 6,030,968 1,033,407 6,190,622 1,750,317  

(4) 車両運搬具 71,284 50,480    

減価償却累計額 66,577 4,707 46,192 4,288  

(5) 工具器具及び備品 432,239 474,942    

減価償却累計額 358,758 73,481 372,984 101,958  

(6) 土地  2,622,734 2,221,898  

(7) 建設仮勘定  965,890 18,790  

有形固定資産合計  6,509,682 23.3 6,737,303 23.9

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア  619,400 482,620  

(2) 水道施設利用権  6,464 5,790  

(3) 電話加入権  5,513 5,513  

(4) 電信電話専用施設 
利用権 

 333 287  

無形固定資産合計  631,711 2.3 494,211 1.7



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  1,524,707 856,194  

(2) 関係会社株式  173,543 173,543  

(3) 長期貸付金  13,183 ―  

(4) 従業員長期貸付金  ― 11,975  

(5) 関係会社長期貸付金  ― 469,000  

(6) 長期前払費用  23,120 31,162  

(7) 繰延税金資産  565,996 645,247  

(8) 前払年金費用  858,252 875,367  

(9) 積立保険料  592,320 509,261  

(10)その他  60,922 60,280  

(11)貸倒引当金  △734 △513  

投資その他の資産合計  3,811,312 13.6 3,631,519 12.9

固定資産合計  10,952,706 39.2 10,863,034 38.5

資産合計  27,952,282 100.0 28,187,140 100.0

      

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金 ※２  1,135,655 1,295,618  

２ 未払金  432,674 132,073  

３ 未払費用 ※２  455,009 478,591  

４ 未払法人税等  240,992 300,926  

５ 未払消費税等  2,679 ―  

６ 預り金  35,404 31,587  

７ 賞与引当金  242,000 235,000  

８ その他  1,848 1,775  

流動負債合計  2,546,265 9.1 2,475,573 8.8

Ⅱ 固定負債     

１ 退職給付引当金  924,747 1,002,398  

２ 役員退職慰労引当金  141,800 141,913  

３ その他  25,914 25,914  

固定負債合計  1,092,461 3.9 1,170,225 4.1

負債合計  3,638,727 13.0 3,645,798 12.9

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  2,270,634 8.1 2,270,634 8.1

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金  2,381,423 2,381,423  

資本剰余金合計  2,381,423 8.5 2,381,423 8.5

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  545,000 545,000  

２ 任意積立金     

(1) 買換資産圧縮準備金 144,936 142,720    

(2) 特別償却準備金 18,538 14,280    

(3) 別途積立金 18,360,000 18,523,475 18,860,000 19,017,001  

３ 当期未処分利益  2,111,018 1,844,483  

利益剰余金合計  21,179,493 75.8 21,406,484 75.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※３  16,391 0.1 30,846 0.1

Ⅴ 自己株式 ※４  △1,534,388 △5.5 △1,548,047 △5.5

資本合計  24,313,555 87.0 24,541,341 87.1

負債資本合計  27,952,282 100.0 28,187,140 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  21,581,495 100.0 21,736,887 100.0

Ⅱ 売上原価 ※６    

１ 製品期首棚卸高 524,124 548,411   

２ 当期製品製造原価 11,609,326 11,795,988   

３ 当期製品仕入高 3,942,989 4,204,304   

   合計 16,076,440 16,548,704   

４ 他勘定振替高 ※１ 208,413 225,320   

５ 製品期末棚卸高 548,411 15,319,616 71.0 577,439 15,745,943 72.4

売上総利益  6,261,878 29.0 5,990,944 27.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 
※６ 

 4,593,516 21.3 4,691,797 21.6

営業利益  1,668,362 7.7 1,299,146 6.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 300 3,667   

２ 有価証券利息 11,340 11,121   

３ 受取配当金 ※３ 38,288 40,564   

４ 不動産賃貸収益 ※３ 90,929 44,559   

５ 仕入割引 23,719 24,907   

６ 投資保険料配当金 15,207 3,905   

７ その他 55,420 235,206 1.1 43,937 172,662 0.8

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 530 620   

２ たな卸資産処分廃棄損 ※３ 83,447 86,054   

３ 不動産賃貸原価 ※３ 76,172 45,333   

４ その他 11,180 171,330 0.8 13,576 145,584 0.7

経常利益  1,732,238 8.0 1,326,224 6.1

Ⅵ 特別利益    

１ 貸倒引当金戻入額 1,277 ―   

２ 固定資産売却益 ※４ ― 1,277 0.0 129,396 129,396 0.6

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※５ 66,144 30,464   

２ 減損損失 ※７ ― 101,523   

３ ゴルフ会員権評価損 2,090 68,234 0.3 ― 131,988 0.6

税引前当期純利益  1,665,281 7.7 1,323,632 6.1

法人税、住民税及び 
事業税 

620,557 599,450   

法人税等調整額 △37,309 583,248 2.7 △85,791 513,659 2.4

当期純利益  1,082,033 5.0 809,972 3.7

前期繰越利益  1,028,984 1,201,609 

中間配当額  ― 167,098 

当期未処分利益  2,111,018 1,844,483 

     



製造原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 原材料費 8,322,941 71.5 8,189,489 69.5

Ⅱ 労務費 ※１ 1,907,430 16.4 1,856,654 15.7

Ⅲ 経費 ※２ 1,402,135 12.1 1,741,012 14.8

当期総製造費用 11,632,507 100.0 11,787,156 100.0

期首仕掛品棚卸高 37,808 60,990  

合計 11,670,316 11,848,146  

期末仕掛品棚卸高 60,990 52,158  

当期製品製造原価 11,609,326 11,795,988  

     

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 原価計算の方法 

  原材料は組別に賦課し労務費は組直接費と組間接費

に区分して直接労務費は組別に賦課し間接労務費及

び製造経費は一定の配賦基準により各組に配賦して

組別総原価を計算し、これにより製品の単位原価を

算定しております。 

１ 原価計算の方法 

同左 

２※１ 労務費のうちには退職給付費用196,218千円及

び賞与引当金繰入額120,270千円が含まれており

ます。 

２※１ 労務費のうちには退職給付費用 174,526千円及

び賞与引当金繰入額 113,590千円が含まれており

ます。 

 ※２ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 

  減価償却費 364,665千円

  動力燃料費 257,206千円

  修繕費 156,243千円

  消耗品費 87,884千円

  外注加工費 67,972千円

 ※２ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 

  減価償却費 592,412千円

  動力燃料費 308,883千円

  修繕費 177,516千円

  消耗品費 112,740千円

  外注加工費 75,044千円



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) １ 買換資産圧縮準備金及び特別償却準備金は、租税特別措置法に基づくものであります。 

２ 平成17年12月5日に167,098,520円（1株につき10円）の中間配当を実施いたしております。 

３ 配当金は、自己株式 1,829,660株を除いて計算しております。 

  

  
前事業年度

(定時株主総会承認日 
平成17年６月29日) 

当事業年度 
(定時株主総会承認日 
平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 2,111,018 1,844,483

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１ 買換資産圧縮準備金 
取崩額 

2,215 8,345  

２ 特別償却準備金取崩額 4,258 6,473 11,983 20,328

合計 2,117,492 1,864,812

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金 401,149 233,844  

２ 役員賞与金 14,733 14,733  

(うち監査役賞与金) (1,709) (1,709)  

３ 任意積立金  

イ 買換資産圧縮準備金 ― 55,555  

ロ 別途積立金 500,000 500,000  

合計 915,883 804,133

Ⅳ 次期繰越利益 1,201,609 1,060,678

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式……移動平均法による原価

法 

満期保有目的の債券……………原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの………………… 

       決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定) 

 時価のないもの………………… 

       移動平均法による原価

法 

子会社株式……移動平均法による原価

法 

その他有価証券 

 時価のあるもの………………… 

       決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定) 

 時価のないもの………………… 

       移動平均法による原価

法 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品、原材料、仕掛品…………… 

       総平均法による原価法 

製品、原材料、仕掛品…………… 

同左 

  貯蔵品……………最終仕入原価法 貯蔵品……………同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産……………………定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

  建物         12～50年 

  機械及び装置       ８年 

有形固定資産…………………… 

同左 

  無形固定資産……………………定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用しており

ます。 

無形固定資産…………………… 

同左 

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、賞

与支給見込額のうち当事業年度の負

担額を計上しております。 

賞与引当金 

同左 



  

(会計処理の変更) 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法によ

り、発生年度の翌事業年度から費用

処理することとしております。 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法によ

り、発生年度の翌事業年度から費用

処理することとしております。 

    (会計処理の変更) 

 当事業年度より「『退職給付に係る

会計基準』の一部改正」(企業会計基

準第３号 平成17年３月16日)及び

「『退職給付に係る会計基準』の一部

改正に関する適用指針」(企業会計基

準適用指針第７号 平成17年３月16

日)を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益は37,392千

円増加しております。 

  役員退職慰労引当金 

 役員の退職により支給する退職慰労

金に充てるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

役員退職慰労引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

６ 消費税等の会計処理方法 税抜方式によっております。 同左 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)
 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成14年8月9日）及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委
員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号）を
適用しております。これにより、税引前当期純利益は
101,523千円減少しております。なお、減損損失累計額に
ついては、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金
額から直接控除しております。 



(追加情報) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示方法 

  実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成16年２月13日)が公表さ

れたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割31,023千円を販

売費及び一般管理費として処理しております。 

―――――――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 株式の状況 

会社が発行する株式の総数…普通株式31,806千株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

になっております。 

発行済株式総数 普通株式18,532千株 

※１ 株式の状況 

会社が発行する株式の総数…普通株式50,000千株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

になっております。 

発行済株式総数 普通株式18,532千株 

※２ 関係会社に対する資産及び負債で各科目に含まれ

ているものは次のとおりです。 

未収入金 45,788千円

買掛金 320,637千円

未払費用 2,871千円

※２ 関係会社に対する資産及び負債で各科目に含まれ

ているものは次のとおりです。 

未収入金 49,693千円

買掛金 334,710千円

未払費用 3,913千円

※３ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号の規定により、時価

評価に伴い増加した純資産額16,391千円は配当に

充てることが制限されております。 

※３ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号の規定により、時価

評価に伴い増加した純資産額 30,846千円は配当

に充てることが制限されております。 

※４ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,818

千株であります。 

※４ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式     

1,829千株であります。 



(損益計算書関係) 
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

製品廃棄高 42,857千円 

商品見本他経費へ振替高 165,555千円 

計 208,413千円 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

製品廃棄高 50,788千円 

商品見本他経費へ振替高 174,532千円 

計 225,320千円 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は69％であ
り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は
31％であります。 

   主要な費用及び金額は次のとおりであります。 

販売促進関係費 296,892千円 

運賃 1,262,531千円 

給料手当 1,285,443千円 

退職給付費用 255,981千円 

従業員賞与 209,437千円 

賞与引当金繰入額 121,730千円 

減価償却費 140,410千円 

試験研究費 34,923千円 

賃借料 271,619千円 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は67％であ
り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は
33％であります。 

   主要な費用及び金額は次のとおりであります。 

販売促進関係費 347,152千円 

運賃 1,263,612千円 

給料手当等 1,268,457千円 

退職給付費用 225,717千円 

従業員賞与 192,096千円 

賞与引当金繰入額 121,410千円 

減価償却費 153,851千円 

試験研究費 77,940千円 

賃借料 263,259千円 

※３ 各勘定に含まれている関係会社に対するものは次
のとおりであります。 

     営業外収益 

     営業外費用 

  受取配当金 31,200千円 

  不動産賃貸収益 78,960千円 

  たな卸資産処分廃棄損 21,427千円 

  不動産賃貸原価 65,069千円 

※３ 各勘定に含まれている関係会社に対するものは次
のとおりであります。 

     営業外収益 

     営業外費用 

  受取配当金 30,000千円 

  不動産賃貸収益 32,767千円 

  たな卸資産処分廃棄損 14,109千円 

  不動産賃貸原価 35,020千円 

 ４      ―――――――――― ※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

土地 129,396千円 

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 16,939千円 

機械及び装置 19,032千円 

その他 30,172千円 

計 66,144千円 

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 2,520千円 

機械及び装置 3,865千円 

その他 24,078千円 

計 30,464千円 

※６ 一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開
発費は、434,463千円であります。 

※６ 一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開
発費は、450,078千円であります。 

 ７      ―――――――――― 
  

   

   

   

   

※７ 減損損失 当社は、以下の資産について減損損失
を計上しました。 

 （経緯） 
    上記の土地については、寮建設予定地として取

得しましたが、制度見直し等により現在は遊休と
なっております。今後の利用計画も無く、地価も
著しく下落しているため、減損損失を認識いたし
ました。 

 （グルーピングの方法） 
    継続的に収支の把握を行っている管理計算上の

区分別（製品群別）を基本とし、将来の使用が見
込まれていない遊休資産については個々の物件単
位でグルーピングをしております。 

 （回収可能価額の算定方法等） 
    回収可能価額は、正味売却価額により測定して

おり、不動産鑑定評価により算定しております。 

用途 遊休

種類 土地

場所 茨城県石岡市 

金額 101,523千円 



(リース取引関係) 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
機械及び 
装置 
(千円) 

車両 
運搬具 
(千円) 

工具器具 
及び備品 
(千円) 

計 
(千円) 

取得価額 
相当額 68,294 62,448 66,972 197,715

減価償却 
累計額 
相当額 

55,613 35,278 31,746 122,639

期末残高 
相当額 12,680 27,169 35,225 75,075

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 (借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

機械及び
装置 
(千円) 

車両
運搬具 
(千円) 

工具器具 
及び備品 
(千円) 

計 
(千円) 

取得価額
相当額 8,136 60,426 63,742 132,304 

減価償却
累計額 
相当額 

4,266 25,713 42,462 72,442 

期末残高
相当額 3,870 34,712 21,280 59,862 

 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 33,055千円

１年超 42,020千円

合計 75,075千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 24,199千円

１年超 35,662千円

合計 59,862千円

 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み法」により算定してお

ります。 

 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み法」により算定してお

ります。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 37,237千円

減価償却費相当額 37,237千円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 27,634千円

減価償却費相当額 27,634千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
繰延税金資産(流動)  

 未払事業税 25,911千円

 賞与引当金 98,494千円

 その他 18,560千円

 繰延税金資産(流動)合計 142,965千円

繰延税金資産(固定)  

 退職給付引当金 588,085千円

 役員退職慰労引当金 57,712千円

 投資有価証券等評価損 33,903千円

 その他 5,301千円

  小計 685,003千円

繰延税金負債(固定)  

 買換資産圧縮準備金 △97,955千円

 その他 △21,051千円

  小計 △119,006千円

 繰延税金資産(固定)純額 565,996千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 
繰延税金資産(流動)  

 未払事業税 25,000千円

 賞与引当金 95,645千円

 その他 18,939千円

 繰延税金資産(流動)合計 139,585千円

繰延税金資産(固定)  

 退職給付引当金 660,644千円

 役員退職慰労引当金 57,758千円

 投資有価証券等評価損 33,783千円

 その他 46,165千円

  小計 798,352千円

繰延税金負債(固定)  

 買換資産圧縮準備金 △130,357千円

 その他 △22,747千円

  小計 △153,104千円

 繰延税金資産(固定)純額 645,247千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 40.7％

(調整)  

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

1.9 

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△1.1 

 住民税均等割 0.9 

 試験研究費等税額控除 △6.4 

 その他 △1.0 

  税効果会計適用後の法人税等の 
  負担率 

35.0 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下
であるため注記を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

  
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,453.75円 １株当たり純資産額 1,468.38円

１株当たり当期純利益 63.82円 １株当たり当期純利益 47.59円

なお、「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益 1,082,033千円 損益計算書上の当期純利益 809,972千円 

普通株主に帰属しない金額 14,733千円 普通株主に帰属しない金額 14,733千円 

(うち利益処分による役員賞与金) (14,733) (うち利益処分による役員賞与金) (14,733) 

普通株式に係る当期純利益 1,067,300千円 普通株式に係る当期純利益 795,239千円 

普通株式の期中平均株式数 16,723,138株 普通株式の期中平均株式数 16,709,644株 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

投資有価証券 

 その他有価証券 
  

  

【その他】 

流動資産に計上した有価証券 

 その他有価証券 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

㈱ダスキン 50,000 335,000 

不二製油㈱ 200,000 218,200 

敷島製パン㈱ 60,000 78,450 

㈱サトー商会 28,800 43,920 

六甲バター㈱ 80,000 33,520 

ミヨシ油脂㈱ 100,000 27,300 

群栄化学工業㈱ 50,000 24,100 

㈱ヨークベニマル 3,630 14,084 

稲畑産業㈱ 12,000 12,804 

㈱あわしま堂 9,000 10,328 

その他(13銘柄) 158,194 58,488 

計 751,624 856,194 

種類及び銘柄 投資口数等(千口) 貸借対照表計上額(千円) 

(証券投資信託受益証券)   

マネー・マネジメント・ファンド 8,739,179 8,739,179 

計 8,739,179 8,739,179 



【有形固定資産等明細表】 

  

（注） １.主な増加内訳  ①建    物 石岡工場 第一工場Ａ棟                879,809千円 

②構  築  物    〃     〃                  177,669千円 

③機械及び装置 石岡工場 フラワーペスト製造施設        1,218,186千円 

        ２.主な減少内訳   ①機械及び装置 本社     Ｆカップ製造設備売却            305,255千円 

                          ②土      地   〃     朝来市和田山町寺谷売却          264,418千円 

    ３.当期減少高のうち( )内は内書で減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産      

 建物 4,001,234 892,194 70,414 4,823,014 2,493,847 151,756 2,329,166

 構築物 835,889 182,068 18,247 999,710 688,827 37,965 310,882

 機械及び装置 7,064,375 1,252,677 376,112 7,940,939 6,190,622 403,811 1,750,317

 車両運搬具 71,284 2,335 23,138 50,480 46,192 1,507 4,288

 工具器具及び備品 432,239 59,496 16,793 474,942 372,984 29,978 101,958

 土地 2,622,734 ― 400,835 2,221,898 ― ― 2,221,898

     (101,523)   

 建設仮勘定 965,890 1,289,325 2,236,424 18,790 ― ― 18,790

有形固定資産計 15,993,648 3,678,096 3,141,967 16,529,777 9,792,474 625,019 6,737,303

     (101,523)   

 ソフトウェア 764,671 19,000 ― 783,671 301,051 155,780 482,620

 水道施設利用権 11,257 ― ― 11,257 5,467 674 5,790

 電話加入権 5,513 ― ― 5,513 ― ― 5,513

 電信電話専用施設 
 利用権 

1,144 ― ― 1,144 857 46 287

無形固定資産計 782,588 19,000 ― 801,588 307,376 156,500 494,211

長期前払費用 60,585 23,208 16,093 67,700 36,537 15,039 31,162

繰延資産      

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 任意積立金の増減の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

２ 当期末における自己株式は 1,829千株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 1. 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」の欄の金額のうち 15,000千円は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、221

千円は回収によるものであります。 

(注) 2. 過年度引当超過による取り崩しであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 2,270,634 ― ― 2,270,634

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (18,532,856) (―) (―) (18,532,856)

普通株式 (千円) 2,270,634 ― ― 2,270,634

計 (株) (18,532,856) (―) (―) (18,532,856)

計 (千円) 2,270,634 ― ― 2,270,634

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金) 
 株式払込剰余金 

(千円) 2,381,423 ― ― 2,381,423

計 (千円) 2,381,423 ― ― 2,381,423

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金)  (千円) 545,000 ― ― 545,000

(任意積立金)     

 買換資産圧縮 
 準備金    

(千円) 144,936 ― 2,215 142,720

 特別償却準備金 (千円) 18,538 4,258 14,280

 別途積立金 (千円) 18,360,000 500,000 ― 18,860,000

計 (千円) 19,068,474 500,000 6,473 19,562,001

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 15,734 17,000 ―
(注) 1.

15,221 
17,513

賞与引当金 242,000 235,000 242,000 ― 235,000

役員退職慰労引当金 141,800 15,079 12,347
(注) 2.

2,619 
141,913



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

第59期末(平成18年３月31日)の主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

(a) 資産の部 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(千円)

現金 1,250

預金  

当座預金 2,151,841

普通預金 3,531

別段預金 4,939

計 2,160,312

合計 2,161,563

相手先 金額(千円)

㈱ヴイ・ディー・エフ・サンロイヤル 6,630

多丸産業㈲ 4,402

山本食品㈱ 2,019

大黒屋商事㈱ 1,531

計 14,583

期日 金額(千円)

平成18年４月満期 13,475

  〃  ５月 〃  1,108

計 14,583



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 製品 
  

  

⑤ 原材料 
  

  

相手先 金額(千円)

三菱商事㈱ 2,961,760

山崎製パン㈱ 1,088,979

㈱ダスキン 132,204

フジパン㈱ 66,612

㈱榎本武平商店 56,996

その他 400,337

計 4,706,890

前期繰越高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

4,532,510 22,823,732 22,649,352 4,706,890 82.8 73.9

品目 金額(千円)

業務用製品 440,926

家庭用製品 136,512

計 577,439

品目 金額(千円)

甘味類 52,439

ピーナッツバター類 81,140

油脂類 18,449

穀粉類 17,619

冷凍苺類 128,967

ボイル類 250,714

乳製品類 55,115

容器類 35,927

その他 169,274

計 809,648



⑥ 仕掛品 
  

  

⑦ 貯蔵品 
  

  

(b) 負債の部 

① 買掛金 

相手先別内訳 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

品目 金額(千円)

業務用製品 50,471

家庭用製品 1,686

計 52,158

品名 金額(千円)

重油他 2,439

計 2,439

相手先 金額(千円)

宮城農産工業㈱ 179,261

㈱和田山農産 155,449

寺本製菓材料㈱ 103,896

互明商事㈱ 73,222

三菱商事㈱ 70,096

その他 713,692

計 1,295,618



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

（注） 平成18年6月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、会社の公告方法は次の 

とおりとなりました。 

 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による 

公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

  http://www.sonton.co.jp/ 

 なお、会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
記名式 一株券 十株券 百株券 五百株券 千株券 五千株券 一万株券 
    百株未満表示株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社   全国本支店営業所 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき 100円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社   全国本支店営業所 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

決算公告掲載URL  http://www.sonton.co.jp/

株主に対する特典 期末株主に対し年１回 
1,000 株以上2,000円
3,000 株以上3,000円 

相当の品を贈呈いたします。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第58期) 

  
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第59期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年12月12日 
関東財務局長に提出。 

    
    

  

    
    

  

    
    

  

    
        



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

ソントン食品工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソント

ン食品工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ソ

ントン食品工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  本     優  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  笛  木  忠  男  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

ソントン食品工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソント

ン食品工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ソ

ントン食品工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(会計処理の変更)(固定資産の減損に係る会計基準)に記載のとおり、会社は、当連結会計年度より固定資産の減損に

係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  本     優  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  笛  木  忠  男  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

ソントン食品工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソント

ン食品工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ソント

ン食品工業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  本     優  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  笛  木  忠  男  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

ソントン食品工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソント

ン食品工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ソント

ン食品工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(会計処理の変更)(固定資産の減損に係る会計基準)に記載のとおり、会社は、当事業年度より固定資産の減損に係る

会計基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  本     優  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  笛  木  忠  男  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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